
1．序 文

独占企業や寡占企業などの分析を目的とした不完全競
争に関する研究は、主に産業組織論や国際貿易論などの
分野において中心的な役割を果たしているように思われ
る。そして、それらの分野において主に想定されている
財は、一般に農産物や食料品などの財ではなく、その生
産において規模の経済が非常に強く働くような自動車や
飛行機などといった工業製品であり、10年を単位とす
るような耐久性をもつ財である。
耐久財に関する研究は、Coase（1972）による画期的

な分析から始まると言ってよいであろう1）。Coase

（1972）は、たった一本の市場需要曲線を用いて、耐久
財を市場に供給する独占企業の行動を詳細に分析し、そ
こから数多くのインプリケーションを導き出した。そし
て、その分析から導き出された予想（Coase Conjec-

ture）については、その後の産業組織論の研究分野にお
ける一つの重要なテーマとなっており、現在に至るま
で、多くの研究者によってさらに幅広い角度から研究お
よび分析が行われている2）。
また、1990年代以降になると、耐久財の分析は国際

貿易論の分野にも導入されるようになる。Driskill and

Horowitz（1996）は、Brander and Spencer（1985）
による「第三国市場モデル」に耐久財を導入し、無限期
間に渡って自国、および外国の政府が共に政策介入をし
続けるという設定の下で、その場合の最適政策は輸出補

助金の供与ではなく輸出税の賦課であるという結果を示
した。Goering and Pippenger（2000）は、自国と外国
がそれぞれの国内において国際寡占競争を行っていると
いう産業内貿易のモデルに耐久財を導入し、生産物にお
ける耐久性の変化が、各国政府による政策介入の効果に
与える影響を通じて、産業内貿易のパターンにも影響を
及ぼすということを示した。小原（2002）では、Bulow

（1982）による耐久財の 2期間モデルを複占企業のモデ
ルに拡張し、それを Brander and Spencer（1985）タ
イプの戦略的輸出政策の分析に適用した。その結果、自
国の政府の採りうる最適政策は、政府の介入するタイミ
ングによって異なる可能性があるということを明らかに
した。
以上に紹介した研究は、どれも不完全競争下における

貿易理論の分析に耐久財を導入したものであり、その際
に政府による最適介入政策が、それまでの耐久財を導入
していない研究と比較してどのように変わるのか、とい
うことについて分析を行っている。そして、本稿におけ
る分析と目的は、基本的にはこれらの研究と同じ流れの
中に置かれるものである。
本稿では、小原（2002）と同様に、Bulow（1982）

による耐久財の 2期間モデルを国際複占競争のモデル
に拡張し、Brander and Spencer（1985）等が行って
きた第三国市場モデルによる戦略的輸出政策の分析を行
う。小原（2002）では、自国政府が 2期間に渡って政
策介入を行うのに対して、外国政府は一切介入しない、
すなわち自由放任政策を採用するという設定のもとで、
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自国政府が発動する政策が自国の厚生に与える効果と、
その際の最適政策の種類について検討した。それに対し
て、本稿では、自国政府による第 1期目の政策介入を
受けて、外国政府が、その対抗措置として、第 2期目
に同様の政策介入を行うという状況を想定し、そのよう
な外国政府による対抗措置が取られた場合、自国の厚生
はどのような影響を受けるのか、ということについて分
析を行うことにする。
本稿の構成は以下の通りである。まず、第 2節にお

いて、耐久財を導入した場合の戦略的輸出政策のモデル
を提示する。第 3節では、両国の政府による輸出補助
金政策が、自国企業と外国企業のそれぞれの行動に及ぼ
す影響について検討する。第 4節では、両国政府によ
る輸出補助金政策が、自国の厚生にどのような影響を及
ぼすのかについて検討する。第 5節は結語である。

2．モ デ ル

本稿では、Brander and Spencer（1985）に従い、
自国と外国、およびそれ以外の「第三国」によって構成
されている世界を想定する。自国と外国には、同質の耐
久財を 2期間に渡って生産する企業がそれぞれ 1つず
つ存在し、それらの企業は、その生産物を全て第三国に
おける市場に輸出するものとする。すなわち、自国企業
と外国企業は第三国市場において国際複占競争を展開し
ており、また、自国と外国においては、共に当該財に関
する国内消費は一切存在しないものと仮定する。
次に、自国と外国の政府の行動については、以下のよ

うな仮定を置くことにする。まず、自国政府は、自国の
厚生の最大化を目的として、自国企業に対して、第 1

期目と第 2期目の両期において積極的に政策介入を行
うものとする。一方、外国政府については、第 1期目
における自国政府の政策介入を受けて、その対抗措置と
して、第 2期目にのみ同様の政策介入を行うものと仮
定する。ただし、本稿では、自国政府が第 1期に政策
介入を行った場合、外国政府がそれに対抗して第 2期
に同様の政策介入を行ってくるということを、自国政
府、および自国企業は熟知しているものと仮定する。す
なわち、自国政府、および自国企業は、第 2期におい
て発動されるであろう外国政府による対抗措置をあらか
じめ想定した上で、自らの最適化行動を決定するものと
する。
それでは、まず、第三国における消費者の行動につい

て考え、需要関数を導出することにする。

ここでは、消費者の効用は第 1期、および第 2期に
保有する耐久財の数量と所有する貨幣の総額で決定され
るものとする。ただし、本稿で扱う耐久財は、時間が経
過しても全く価値の低下しない財、すなわち完全耐久財
であると仮定する。

Qi（i＝1, 2）を、第 i 期に第三国の消費者が保有する
耐久財の数量、M を保有する貨幣の総額として、ここ
では以下の（1）のような特定化された効用関数 u（・）
を仮定する。

（1） U（Q1, Q2, M）＝M＋Q1－Q 2
1

2
＋δ（Q2－Q 2

2

2 ）
ここで δ は割引率であり、0＜δ �1である。また、
�U／�Qi＞0が成立するようにするために、0�Qi＜1と
いう仮定を置くことにする。
次に、pi（i＝1, 2）を第 i 期に保有している耐久財の

価格とし、また資本市場が完全であるとしてその利子率
を r とする。さらに、消費者の総所得の現在価値が I

で固定されていると仮定すると、ここでの消費者の予算
制約は、

（2） M＋p1Q1＋δ p2Q2�I

となる。ただし、δ≡1／（1＋r）である。第三国の消費
者は、この予算制約式（2）の下で、効用関数（1）を
最大化するように行動する。
効用最大化の 1階条件から、以下の需要関数（3）

（4）が得られる。

（3） p1＝1－Q1

（4） p2＝1－Q2

ただし、これらは、この耐久財の各期におけるレンタル
価格を表している。
次に、自国および外国において、2期間に渡って耐久

財を生産・販売している企業の行動について考えること
にする。
両国の企業は、逆需要関数（3）（4）を前提として、

それぞれが利潤最大化行動を取ることになる。ここで、
自国企業および外国企業は、第三国市場に対して、第 1

期に合計 q1単位、第 2期に合計 q2単位、それぞれ輸出
するものと仮定すると、その結果として、第三国の消費
者は、第 1期には q1単位、第 2期には q1＋q2単位だ
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け、それぞれ耐久財を保有することになる。ただし、q1

＝x1＋y1, q2＝x2＋y2であり、ここで xi は第 i 期におけ
る自国企業の輸出量を表し、また yi は第 i 期における
外国企業の輸出量を表すものとする。
以下、両国の企業から第三国市場に対して、第 1期

に耐久財が合計 q1単位輸出されたものと仮定して、時
間に関して逆向きに解いていくことにする。
まず、第 2期における問題を考える。第 2期におい

て、自国と外国から第三国市場に対して合計 q2単位の
輸出が行われたとすると、第 2期における価格 p2は、
需要関数（4）より、

（5） p2＝1－（q1＋q2）

となる。従って、第 2期における自国企業と外国企業
の利潤は、それぞれ（6）（7）のように表される。

（6） π 2＝｛1－（q1＋q2）｝x2－cx2＋s2x2

（7） π *
2＝｛1－（q1＋q2）｝y2－cy2＋s*

2 y2

ここで、c（0＜c＜1）は限界費用、si（s*
i）は第 i 期にお

いて自国（外国）の輸出財 1単位当たりに供与される
輸出補助金を表している。以下の記述において、*付き
の記号は、全て外国に関する記号であることを示すもの
とする。また、本稿では、自国企業と外国企業の限界費
用は、共に等しい水準にあるものと仮定する。
自国企業、および外国企業の利潤最大化の 1階条件

は、

（8） �π 2

�x2
＝1－q1－2 x2－y2－c＋s2＝0

（9） �π *
2

�y2
＝1－q1－x2－2 y2－c＋s*

2＝0

となる。（8）（9）より、両国企業の第 2期における輸
出量は、それぞれ、

（10） x2＝1
3
（1－q1－c＋2 s2－s*

2）

（11） y2＝1
3
（1－q1－c－s2＋2 s*

2）

となり、また（10）（11）から、第 2期における第三国
市場への総輸出量は、

（12） q2＝x2＋y2＝1
3
（2－2 q1－2 c＋s2＋s*

2）

となる。（12）より、第 2期における両国企業の総輸出
量 q2は、第 1期における両国企業の総輸出量 q1の関数
となっていることが判る。
従って、（6）（7）（10）（11）より、自国企業、およ

び外国企業の第 2期における利潤は、それぞれ、

（13） π 2＝1
9
（1－q1－c＋2 s2－s*

2）2

（14） π *
2＝1

9
（1－q1－c－s2＋2 s*

2）2

となる。
次に、第 1期における問題を検討する。本稿で考え

ている耐久財は、2期間を通して全く価値の低下しない
完全耐久財であり、このことについては第三国における
消費者も熟知しているものとする。また、第 1期の最
初の時点で第三国における消費者は、その耐久財が市場
において第 1期目には p1＝1－q1、第 2期目には p2＝1

－q2という価値付けが成される（レンタル価格が成立
する）ということを知っているものと仮定する。従っ
て、この耐久財の「購入」を考える消費者が、第 1期
の最初に直面する価格 P は、第 1期におけるレンタル
価格と第 2期において市場で付けられるであろう期待
レンタル価格との和で表されると考えてよい。すなわ
ち、

（15） P＝p1＋δ p2＝（1－q1）＋δ（1－q1－q2）

となる。
ここで、分析の便宜上、消費者は、自国企業と外国企

業が第三国市場に対して、第 1期に合計 q1単位の輸出
を行ったとしたならば、第 2期には合計 q2（q1）＝（2－
2 q1－2 c＋s2＋s*

2）／3単位の輸出を行うことになるとい
うことを知っており、それ故に、消費者は第 2期にお
ける耐久財のレンタル価格を正確に予想出来るものと仮
定する。
従って、第三国の消費者が第 1期の最初に直面する

耐久財の販売価格 P は、（15）より、

（16） P＝1
3
（4－4 q1＋2 c－s2－s*

2）

と表される。ただし、δ＝1であるとし、以下の分析で
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も同様に仮定する。
このとき、自国企業、および外国企業の第 1期にお

ける利潤は、それぞれ、

（17） π 1＝Px1－cx1＋s1x1

＝1
3
（4－4 q1－c＋3 s1－s2－s*

2）x1

（18） π *
1＝Py1－cy1

＝1
3
（4－4 q1－c－s2－s*

2）y1

となり、従って、両国企業が第 1期において、第三国
市場に対して合計 q1単位の輸出を行ったとするなら
ば、自国企業、および外国企業の 2期間を通しての総
利潤は、それぞれ、次の（19）（20）のように表され
る。

（19） Π＝π 1＋δπ 2

＝1
3
（4－4 q1－c＋3 s1－s2－s*

2）x1

＋1
9
（1－q1－c＋2 s2－s*

2）2

（20） Π＊＝π *
1＋δπ *

2

＝1
3
（4－4 q1－c－s2－s*

2）y1

＋1
9
（1－q1－c－s2＋2 s*

2）2

自国企業、および外国企業の利潤最大化の 1階条件
は、

（21） �Π
�x1
＝1

9
（10－22 x1－10 y1－c＋9 s1－7 s2－s*

2）＝0

（22） �Π*

�y1
＝1

9
（10－10 x1－22 y1－c－s2－7 s*

2）＝0

となり、この（21）（22）から、自国企業、および外国
企業の第 1期における均衡輸出量が、それぞれ次の
（23）（24）のように求まる。

（23） x1＝ 1
64
（20－2 c＋33 s1－24 s2＋8 s*

2）

（24） y1＝ 1
64
（20－2 c－15 s1＋8 s2－24 s*

2）

3．両国企業の輸出量、および利潤に与える効果

ここでは、仮にある何らかの条件が存在し、その条件

の下で、自国企業、および外国企業の均衡輸出量は共に
正であること、すなわち、x1＞0, y1＞0が保証されてい
るものと仮定して議論を進めることにする。
まず、自国政府による輸出補助金の供与が、両国企業

の輸出量、および第三国における輸入量に与える効果に
ついては、次の（25）（26）のような結果が得られる。

（25） dx1

ds1
＝33

64
＞0, dy1

ds1
＝－15

64
＜0, dq1

ds1
＝18

64
＞0

（26） dx1

ds2
＝－3

8
＜0, dy1

ds2
＝1

8
＞0, dq1

ds2
＝－1

4
＜0

同様に、外国政府による輸出補助金の供与が与える効果
については、次の（27）のような結果が得られる。

（27） dx1

ds*
2
＝1

8
＞0, dy1

ds*
2
＝－3

8
＜0, dq1

ds*
2
＝－1

4
＜0

ここで、（25）より、第 1期目における自国政府によ
る輸出補助金の供与は、第三国市場での自国企業の輸出
シェアを拡大させる効果があるということが判る。しか
し、それに対して、（26）（27）より、第 2期目におけ
る両国政府による輸出補助金の供与は、それぞれの国の
企業の輸出量に対して負の影響をもたらすということが
判る。
次に、両国政府による輸出補助金の供与が、自国企業

と外国企業のそれぞれの利潤に対して、どのような影響
を及ぼすのかについて検討することにする。
まず、第 1期における自国政府による輸出補助金の

供与が、両国企業の利潤に与える効果については、次の
（28）（29）のような結果が得られる。

（28） d Π
ds1
＝�Π
�y1
・dy1

ds1
＋�Π
�s1

＝－2
9
（1＋5 x1－y1－c＋2 s2－s*

2）・dy1

ds1
＋x1

（29） d Π*

ds1
＝�Π*

�x1
・dx1

ds1

＝－2
9
（1－x1＋5 y1－c－s2＋2 s*

2）・dx1

ds1

次に、第 2期における自国政府による輸出補助金の供
与が、両国企業の利潤に与える効果については、

（30） d Π
ds2
＝�Π
�y1
・dy1

ds2
＋�Π
�s2

＝－2
9
（1＋5 x1－y1－c＋2 s2－s*

2）・dy1

ds2

＋1
9
（4－7 x1－4 y1－4 c＋8 s2－4 s*

2）
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（31） d Π*

ds2
＝�Π*

�x1
・dx1

ds2

＝－2
9
（1－x1＋5 y1－c－s2＋2 s*

2）・dx1

ds2

となり、さらに、第 2期における外国政府による輸出
補助金の供与が、両国企業の利潤に与える効果について
は、

（32） d Π
ds*

2
＝�Π
�y1
・dy1

ds*
2

＝－2
9
（1＋5 x1－y1－c＋2 s2－s*

2）・dy1

ds*
2

（33） d Π*

ds*
2
＝�Π*

�x1
・dx1

ds*
2
＋�Π*

�s*
2

＝－2
9
（1－x1＋5 y1－c－s2＋2 s*

2）・dx1

ds*
2

＋1
9
（4－4 x1－7 y1－4 c－4 s2＋8 s*

2）

となる。
しかし、この（28）～（33）の各式については、この

ままでは符号を確定することが出来ないので、そこで、
これらの式を両国企業による均衡輸出量を表す式、
（23）（24）で評価することにする。その結果、それぞ
れ、以下の（34）～（39）のような式を得ることが出来
る。

（34） d Π
ds1
＝－1

8
｛2（2－c）＋5 s1｝・dy1

ds1
＋x1＞0

（35） d Π*

ds1
＝－1

8

⎧
⎨
⎩

2（1－c）－3（s1－2
3）
⎫
⎬
⎭
・dx1

ds1
＜0,

if s1�
2
3

（36） d Π
ds2
＝－1

8
｛2（2－c）＋5 s1｝・dy1

ds2

＋ 1
64
（4－26 c－19 s1＋72 s2－24 s*

2）

（37） d Π*

ds2
＝－1

8

⎧
⎨
⎩

2（1－c）－3（s1－2
3）
⎫
⎬
⎭
・dx1

ds2
＞0,

if si�
2
3

（38） d Π
ds*

2
＝－1

8
｛2（2－c）＋5 s1｝・dy1

ds*
2
＞0

（39） d Π*

ds*
2
＝－1

8

⎧
⎨
⎩

2（1－c）－3（s1－2
3）
⎫
⎬
⎭
・dx1

ds*
2

＋ 1
64
（4－26 c－3 s1－24 s2＋72 s*

2）

（36）（39）の両式について、（26）（27）の結果を用い
てさらに検討すると、

（40） d Π
ds2
＝－3

8
（c＋s1－3 s2＋s*

2）

（41） d Π*

ds*
2
＝－3

8
（c＋s2－3 s*

2）

となる。この（40）式を s2＝0で、また（41）式を s*
2

＝0で、それぞれ評価すると、次の（42）（43）のよう
な結果が得られる。

（42） lim
s2→0

d Π
ds2
＝－3

8
（c＋s1＋s*

2）＜0

（43） lim
s*

2→0
d Π*

ds*
2
＝－3

8
（c＋s2）＜0

ここで、各国政府による輸出補助金政策が、自国企
業、および外国企業の利潤に対して与える効果につい
て、簡単にまとめておくことにする。

（ⅰ）第 1期目における自国政府による輸出補助金政策
は、自国企業の利潤を必ず増加させる。一方、外国企業
の利潤は、自国政府による輸出補助金額が s1�2／3の範
囲にあるならば、減少することになる。

（ⅱ）自国政府による、第 2期目における輸出補助金政
策は、自国政府による第 1期目の輸出補助金額が s1�

2／3の範囲にあるならば、外国企業の利潤を増加させる
効果がある。また、自国企業に関しては、自国政府が第
2期において全く政策介入を行っていない状況から、輸
出補助金の供与を開始することによって、その結果、利
潤が減少することになる。

（ⅲ）外国政府による、第 2期目における輸出補助金政
策は、自国企業の利潤を必ず増加させる。また、外国企
業に関しては、外国政府が全く政策介入を行っていない
状況から、輸出補助金の供与を開始することによって、
その結果、利潤が減少することになる。

4．自国の厚生に与える効果と最適政策

本節においては、両国政府による輸出補助金政策が、
自国の厚生にどのような影響を及ぼすのかについて検討
することにする。ただし、本節では、自国政府が第 1

期にのみ輸出補助金の供与を行い、それに対する対抗措
置として、外国政府が第 2期に輸出補助金の供与を行
うというケースに限定して分析を行う。また、第 2節
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において既に記述してある通り、自国政府が第 1期に
輸出補助金の供与を行った場合、外国政府は、それに対
抗して第 2期に輸出補助金政策を発動してくるという
ことを、自国政府は熟知しているものと仮定する。
本稿において用いている Brander and Spencer タイ

プの第三国市場モデルにおいては、自国の国内における
消費は一切捨象しているので、自国の厚生水準は次のよ
うに表される。

（44） W＝Π－s1x1

このとき、自国政府による第 1期における輸出補助
金の供与が、自国の厚生に与える効果は、次の（45）
のような式で表される。

（45） dW
ds1
＝�Π
�y1
・dy1

ds1
－s1

dx1

ds1

＝－1
8
｛2（2－c）＋5 s1｝・dy1

ds1
－s1

dx1

ds1

しかし、（45）の符号は、このままでは確定することが
出来ない。そこで、（45）を s1＝0で評価すると、

（46） lim
s1→0

dW
ds1
＝－1

8
｛2（2－c）｝・dy1

ds1
＞0

となる。この（46）は、第 1期に自国政府が政策介入
を全く行っていない状況から、輸出補助金の供与を開始
したとすると、そのとき、自国の厚生水準は上昇すると
いうことを示している。
また、（45）より、dW ／ds1＝0とおくと、

（47） sopt
1 ＝10

63
（2－c）＞0

となり、これは第 1期において、自国政府が採用すべ
き最適政策が、輸出補助金の供与であることを示してい
る。
次に、第 2期における外国政府による対抗措置が、

自国の厚生に与える効果については、

（48） dW
ds*

2
＝�Π
�y1
・dy1

ds*
2
－s1

dx1

ds*
2

＝ 1
64
｛6（2－c）＋7 s1｝＞0

と表される。この（48）から、第 2期における外国政
府による対抗措置は、逆に自国の厚生水準を上昇させて
しまうことが判る。

最後に、自国政府が第 1期にのみ輸出補助金の供与
を行い、それに対する対抗措置として、外国政府が第 2

期に輸出補助金の供与を行った場合、そのような両国政
府による輸出補助金政策の発動が自国の厚生に与える全
体の効果は、次の（49）のように表される。

（49） dW
ds1
＋dW

ds*
2
＝ 1

512
｛78（2－c）－133 s1｝

しかし、（49）の符号は、このままでは確定することが
出来ないので、s1＝0で評価することにすると、

（50） lim
s1→0

┌
│
└

dW
ds1
＋dW

ds*
2

┐
│
┘
＝ 1

512
｛78（2－c）｝＞0

となる。
この（50）より、第 1期において自国政府が政策介

入を全く行っていない状況から、輸出補助金の供与を開
始したとすると、第 2期において外国政府がそれに対
する対抗措置をとったとしても、自国の厚生水準は上昇
するということが判る。
以下において、本節における分析の結果を、命題とし

てまとめておくことにする。

［命題］
自国企業と外国企業が、第三国市場において、2期間

に渡り、耐久財に関するクールノー複占競争（輸出競
争）を展開するものとする。そのとき、自国政府の政策
介入に対抗して外国政府が同種の政策介入を行うなら
ば、その外国政府による対抗措置の発動は、逆に自国の
厚生にとって有利な状況を生み出すことになる。

5．結 語

本稿では、Bulow（1982）による耐久財の 2期間モ
デルを、Brander and Spencer（1985）タイプの第三
国市場モデルに拡張することによって戦略的輸出政策の
分析を行った小原（2002）に従い、自国政府の政策介
入に対して発動される外国政府による対抗措置が、両国
にとってどのような経済的影響をもたらすのかというこ
とについての分析を行った。その分析の結果、第 1期
における自国政府の政策介入によって奪われた第三国市
場の市場シェアを奪い返すことを目的として、外国政府
は第 2期において対抗措置を発動するのだが、その政
策の発動は、逆に自国の厚生を上昇させることになり、
従って、外国にとっては望ましくない効果をもたらすと
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いうことが明らかとなった。これは、耐久財をモデルに
導入した場合に必然的に生じてくる、「いつ生産し、い
つ消費するのか」というタイミングの問題と、「価格支
配力が生産者から消費者へ移転する」という特性の、こ
の二つの要素によってもたらされた結果であると考えら
れる。
最後に、本稿の分析において用いた耐久財は、時間が

経過しても一切減耗することの無い「完全耐久財」であ
った。ここで、一般的に、耐久財の減耗率、すなわち耐
久性の度合いが、生産と消費といった経済行動のタイミ
ングに影響をもたらすことは明らかであろう。ところ
で、前述したように、耐久財を分析に導入した場合に
は、生産と消費のタイミングの問題が、必ずその結果に
対して強い影響を及ぼすことになる。故に、耐久財の減
耗率の増減（あるいは大小）は、必然的に、分析の結果
に強い影響を及ぼすことになるはずである。このこと
は、Goering and Pippenger（2000）が、生産物におけ
る耐久性の変化は政策介入の効果に影響を与える、とい
うことを示していることからも十分に考えられることで
ある。従って、本稿において得られた結果が、耐久財の
減耗率が変化することによってどのような影響を受ける
のか、ということについては、当然検討しなくてはなら
ない事項であろう。この点については、今後の重要な研
究課題としておく。
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